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１１．．ははじじめめにに  

民間企業における雇用障害者数が過去最高

を更新するなど、障害者雇用は着実に進展し

ている。一方で、2024 年４月以降段階的に

行われる法定雇用率の引き上げおよび除外率

の引き下げにより、企業においては、法定雇

用率の達成に向けた障害者雇用の「数」の 

確保に何よりも意識が向かう環境にある中で、

障害者雇用の「質」の向上が課題となって 

いる。法定雇用率達成のために乗り越えなけ

ればならない現実的なハードル（職務の  

選定・開拓、募集・採用、合理的配慮の実施、

育成等）が高いことから、いわゆる「障害者

雇用ビジネス」の利用に至る企業が近年急増

していることについても、問題提起の声が 

大きくなっている。こうした課題について、

2024 年 12 月から「今後の障害者雇用促進制

度の在り方に関する研究会」を開催し、労使

団体や有識者等も交えて議論を重ね、2026
年２月に報告書がとりまとめられた。現在、

報告書に基づき、次期制度改正に向けて、 

労働政策審議会障害者雇用分科会で議論を 

しているところであり、現時点での制度・ 

施策の方向性について紹介する。 
 

２２．．障障害害者者雇雇用用のの「「質質」」のの規規定定おおよよびび質質のの向向上上

にに向向けけたた事事業業主主のの認認定定制制度度のの創創設設・・拡拡大大等等  

本連載の第１回でも触れられていたとおり、

企業における障害者雇用において、雇用され

ている障害者の能力発揮等よりも、法定雇用

率の達成に向けた障害者雇用の「数」の確保

が優先される傾向がある状況を背景に、2022
年６月の労働政策審議会障害者雇用分科会 

意見書がまとめられ、同年の障害者雇用促進

法の改正においては、障害者雇用促進法第５

条の事業主の責務規定について、事業主が 

措置する内容について「その有する能力を 

正当に評価し、適当な雇用の場を与える」 

こと、「適正な雇用管理」に加え、新たに

「職業能力の開発および向上」が加えられた。 
他方、障害者自らが能力発揮の機会やその

向上を望む一方で、企業側からは、一般企

○ 法定雇用率の引き上げにより、法定雇用率達成に向けた障害者数の確保が重視される

ような動きも見られ、雇用の「質」の向上が課題となっている。 

○ 障害者雇用の「質」として特に重視されるべき要素や事業主が効果的・適切に取り 

組みを進めるための手法例を示すガイドラインを法令上新たに位置づけることについ

て議論を行っている。 

○ 「もにす認定制度」について、大企業を含む全ての企業を新たに認定制度の対象と 

した上で、認定基準等を改めて見直すことを検討している。 

○ 「障害者雇用ビジネス」および利用企業の望ましいあり方に向けたガイドラインの 

創設をめざす。 

 

≪連載≫ 
「障がい者のさらなる活躍支援に向けて」 

 
最終回 

 

～今後の制度・政策の方向性~     

 
厚生労働省 職業安定局 障害者雇用対策課  
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業・特例子会社ともに障害特性を十分にふま

えた上で、障害者の持てる能力を十分に発揮

していくためのノウハウ不足の課題や、雇用

する障害者のサポートを行う人材の育成の 

課題が多くの企業等から挙げられている。 

また、徐々に向上していく障害者の能力発揮

先として相応しい業務を安定的に開拓・確保

していくことも課題となっている。 
障害者雇用促進制度の理念および現状を 

ふまえ、制度的対応の 1 つ目として、障害者

雇用の「質」として特に重視されるべき要素

として、次の６点を示し、これらの要素を 

示すガイドライン等の根拠および法令上に 

規定することについて議論しているところで

ある（図１）。 
 

①能力発揮の十分な促進（職務の選定・ 

創出と障害特性等との適切なマッチン

グ、成長を促すＯＪＴや教育訓練機会

の確保等） 
②能力発揮の成果の事業活動への十分な 

活用 
③適正な雇用管理（採用・配置・育成等の

計画的な実施、障害特性に配慮した 

働きやすさを高める措置等） 
④発揮した能力に対する正当な評価と  

その反映（評価結果に相応しい配置

（職務内容）、処遇（昇進・昇格）） 
⑤雇用の安定（安定的な雇用契約期間等） 
⑥経営者の理解の下で組織的・継続的に 

取り組むための体制整備（経営層の 

理解、経営戦略等における障害者雇用

の位置付け等） 
 
研究会においては、このような「質」とし

て重視すべき要素を示すガイドライン等の 

根拠および内容を法令上に規定することは、

事業主がめざすべき方向性を明確に示す上で

必要であり、これにより企業における取り 

組みを推進していく方向で検討を深めていく 

べき旨の意見があった。一方で、これを法令

上に明示することは、一定の高いハードルを

示すこととなり、これから障害者雇用を進め

る事業主を萎縮させることにつながりかね 

ないものでもあることから、慎重に検討すべ

きとの意見もあった。また、法令上の規定の

仕方としてさまざまな選択肢を取り得るため、

事業主を萎縮させない形で、どのように規定

できるかを含めて検討すべきという意見が 

あった。こうした意見をふまえ、分科会に 

おいては、「質」として重視すべき要素に 

ついて必要な措置の実施に努めるべき旨の 

努力義務と、事業主が効果的・適切に取り 

組みを進めるために示すものとしてのガイド

ラインの根拠規定を新たに法令上に設け、 

ガイドラインにおいては、「質」として特に

重視すべき要素について、効果的な取り組み

手法例を示す方向性を事務局より示し、議論

が行われているところである。  
また、制度的対応の２つ目として、「質」

の向上に向けた事業主の認定制度の拡大、 

認定に対するインセンティブのあり方につい（（図図１１））特特にに重重視視さされれるるべべきき要要素素のの関関係係性性  
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ても議論を進めているところである。現在、

常用労働者 300 人以下の中小企業等を対象と

し、強みとする取り組みの総合加点方式に 

よる「もにす認定制度」（図２）について、

企業規模にかかわらず「質」を高める取り組

みを促進していく観点から、制度の見直しを

検討している。具体的には、大企業を含む全

ての企業を新たに認定制度の対象とした上で、

認定基準等を改めて見直すこととしている。

認定基準については、障害者自身による雇用

の「質」に対する満足度やワーク・エンゲー

ジメントについて勘案する、「質」における

中心的な要素については達成必須とする、 

取り組み姿勢や内容に加えデータ等の客観的

指標を組み合わせるという観点で検討を行っ

ている。 
また、認定の多段階化、認定後の検証の 

仕組み等についても議論を行った。インセン

ティブのあり方に関して、「質」を高める 

ために、一定の負担（例えば、教育訓練機会

の提供や障害特性に配慮した働きやすさを 

高める措置等）が生じることも想定される。

そのため、障害者雇用に伴う経済的負担の 

調整をはかるものである調整金・報奨金や、

助成金などにおいて、認定事業主に対する 

一定の配慮を行うことや認定取得を雇用率の

算定において評価することの是非を検討して

いる。加えて、企業価値向上と求人充足支援

の積極的実施によるインセンティブ付与を 

模索することも含め、認定企業が認定取得の

メリットを実感できるためのインセンティブ

のあり方について議論している。 

３３．．いいわわゆゆるる「「障障害害者者雇雇用用ビビジジネネスス」」にに係係るる  

対対応応  

いわゆる「障害者雇用ビジネス」を利用し

た障害者雇用は、厚生労働省が把握した限り

で就業障害者数が2023年３月末の約6,600人

から 2025 年 11 月末には約 11,200 人に増加

する等、短期間で大きく増加する傾向にある。

一方で、「障害者雇用ビジネス」については、

前述の障害者雇用の「質」として重視すべき

要素に照らし、次の３つの課題が指摘されて

いる。 
 

① 業務内容・就業場所の分離による  

インクルージョンの観点からの  

課題・雇用責任の希薄化 
② 固定的な業務付与による能力開発の

制限や障害特性への理解の不十分さ

など、雇用管理上の課題 
③ 障害者の能力発揮の成果が、有為な

経済活動（事業活動）へ十分活用 

されないことに伴う課題 
 

なお、上記のような課題は、「障害者雇用

ビジネス」の利用がない、一般的な障害者雇

用においても生じ得る点に留意が必要である。 
このように、企業にとっての利用ニーズの

増大が中長期的に継続すること、また、 

「障害者雇用＝コスト」という認識・構造が

強まっていくことは、中長期的なわが国の 

障害者雇用の進展にとって負の影響をもたら

すことが懸念されること等もふまえれば、

「障害者雇用ビジネス」に対し、従来の状況

把握の取り組みだけでは十分でない。一方で、

大部分の「障害者雇用ビジネス」については、

明らかな法令違反ではない中で、憲法上保障

される経済活動の自由に対し、「公共の福祉

に反する」ことを理由とした「禁止」（およ

び許可事業者のみの「禁止」の解除）を行う

ことは、法制上の課題がある。 

（（図図２２））障障害害者者雇雇用用優優良良中中小小事事業業主主認認定定ママーークク  

（（愛愛称称：：ももににすす））  
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こうした点もふまえ、研究会報告書におい

て、制度的対応の 1 つ目として、障害者雇用

状況報告（６．１報告）における対応を検討

している。「障害者雇用ビジネス」を使用 

している場合（主たる労働者の就業場所とは

異なる第三者が提供する就業場所において 

障害者を勤務させている等）については、 

一定の項目（就業場所、ビジネス事業者の 

情報、障害者が従事する業務内容、利用予定

期間等の適正な雇用管理に係る情報）の報告

を求めることとしている。これにより、行政

庁において網羅的に把握可能とし、必要な 

指導監督を行い得るようにする検討を深めて

いくこととされた。 
報告を求める前提となる「障害者雇用ビジ

ネス」の定義について、「主たる労働者の 

就業場所と異なる第三者が提供する就業場所

において障害者を勤務させている」のみでは

報告義務の対象となる範囲が必ずしも明確 

と言えないことや、利用企業としての事務 

負担および心理的負担を考慮し、報告を求め

ることについては慎重に検討すべき旨の意見

があった。より明確な定義付けに向けた検討

を進めるとともに、利用企業側の負担を併せ

て考慮しながら、議論を進めていくことが 

求められている。 
また、制度的対応の２つ目として、上述

の①～③のような課題の是正に向け、「障害

者雇用ビジネス」および利用企業の望ましい

あり方に向けたガイドラインの創設を検討 

している。「障害者雇用ビジネス」に対して

策定するガイドラインの内容としては、障害

特性の十分な理解を含め障害者雇用に精通 

した一定の資格者等を配置する、あるいは、

障害者および利用企業への支援に従事する 

スタッフに対する教育訓練等を実施すること

とする。その上で、利用企業に対する支援 

メニューの提供として、障害者の就業を通じ

た成果物が、利用企業自身の事業活動におい

て有為に活用されるための提案・支援を行う

こと、さらにこうしたガイドラインに沿った

運営を行っている旨について、定期的に情報

開示を行うこと、等が考えられる。     
利用企業に対しては、「２．障害者雇用の

「質」の規定および質の向上に向けた事業主

の認定制度の創設・拡大等」で触れた障害者

雇用の「質」のガイドラインにおいて、 

「障害者雇用ビジネス」を利用する場合は、

「障害者雇用ビジネス」のガイドラインに 

沿っていない運営を行う事業者の利用は望ま

しくない旨を記載する方向で検討している。 
「障害者雇用ビジネス」の定義および範囲

が明確と言えないという点をふまえ、慎重に

議論すべきという意見もある。「障害者雇用

ビジネス」の定義や、問題があると判断され

る本質的要素の検討を進めるとともに、就労

する障害者のために望まれる措置の内容の検

討を含め、議論を進めていくこととしている。 
 

４４．．おおわわりりにに  

障害者雇用の場の広がりは、法定雇用率が、

徐々に引き上げられるとともに、多くの企業

の法定雇用率達成に向けた努力の上で進展 

してきたものである。一方で、近年の連続的

な法定雇用率の引き上げについては、企業の

採用準備や採用・定着への影響が大きくなっ

ており、「障害者雇用ビジネス」の利用の 

増加の背景となっているとの指摘がある。 

制度の運用等が、現場の雇用実態等をふまえ

たものになっているかどうかについては、 

丁寧な検討が求められる。障害のある労働者

が、希望や障害特性に合った就業環境で、 

十分に能力を発揮できるよう、引き続き、 

障害者雇用促進制度の検討を進めていく。 
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